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えきまえエリアビジョン策定業務委託 

公募型プロポーザル方式による契約候補者選定に係る実施要領 

 

１ 目的 

  本実施要領は、「えきまえエリアビジョン策定業務委託」の契約候補者を公募型

プロポーザル方式により選定するために必要な事項を定めるものです。 

 

２ 業務概要 

 ⑴ 名称 

えきまえエリアビジョン策定業務委託 

 ⑵ 業務期間 

   契約の日から令和９年３月２５日まで 

 ⑶ 契約限度額 

   ２６，２１０千円（税込） 

 ⑷ 業務の内容 

   別紙「えきまえエリアビジョン策定業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）

のとおり。 

 

３ 参加資格 

  以下の資格を全て満たすこと。 

⑴  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項又は松

本市財務規則（昭和３年規則第１０号）第１０４条第１項の規定により入札に

参加することができないとされた者でないこと。 

⑵  公告の日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく会社

更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく

再生手続開始の申立てをしている者ではないこと。 

⑶  松本市暴力団排除条例（平成２４年条例第３号）第２条第２号に規定する暴

力団員又は同条例第６号第１項に規定する暴力団関係者ではないこと。 

⑷  松本市、国及び他の地方公共団体において指名停止措置を受けていないこ

と。 

⑸  松本市の入札参加資格を有していない場合は、国税及び地方税に滞納がな

く、社会保険等に加入していること。 

⑹  配置技術者 

ア 配置予定の管理技術者は、以下の要件を満たすこと。 

(ｱ) 技術士（建設部門「都市及び地方計画」又は総合技術監理部門「建設－都 

市及び地方計画」）、又は一級建築士のいずれかを有するものとする。 

(ｲ) 過去１０年以内に、中核市以上の人口規模を有する自治体から受注した 

 まちづくりに係る類似の業務実績を有するものとする。 
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なお、類似業務とは、地域の将来ビジョン策定を支援する業務で、以下の 

    内容を１つ以上含むもの。 

a 歴史資産・地域の特性を活かしたまちづくり計画等 

b 道路空間再配分及び通過交通流入抑制による歩行者・滞在者優先の歩行空 

間の創出 

c 民間主体の公民連携による公共空間活用と連携体制の構築 

イ 業務全般にわたる照査を行うため、照査技術者を配置すること。 

ウ 配置技術者は、受注者との間に直接的かつ恒常的な雇用関係（開札日以前 

３か月以上の雇用）があること。 

 

４ スケジュール 

令和７年 ７月１７日（木） 公告 

７月２４日（木）（正午必着） 質問書提出期限 

７月２５日（金） 質問書回答期限 

７月３１日（木）（正午必着） 参加表明書提出期限 

８月２１日（木）（正午必着） 技術提案書提出期限 

８月２５日（月） 第１次審査（書類審査）※ 

９月 ２日（火） 第２次審査（プレゼンテーション及

びヒアリング審査） 

※ 本プロポーザル参加事業者（以下「参加事業者」という。）が４者以上の

場合、第１次審査を実施する。 

 

５ 選定方法 

⑴ 選定委員会 

契約候補者の選定に関する審査は、松本市が設置する契約候補者選定委員会が

行う。 

⑵ 第１次審査（書類審査） 

ア 開催日 

令和７年８月２５日（月） 参加事業者が４者以上の場合に実施する。 

イ 実施方法等 

提出された技術提案書で書類審査を行い、プレゼンテーション及びヒアリン

グ審査参加者を３者選考する。結果については、参加事業者全員に通知する。 

⑶ 第２次審査（プレゼンテーション及びヒアリング審査の実施） 

ア 開催日 

令和７年９月２日（火） 

詳細については、別途通知する。 

イ 実施方法等 

(ｱ) 参加事業者が提案書の内容について説明を行い、その後に審査員が質問を
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行う。 

(ｲ) プレゼンテーション及びヒアリング審査時間の目安は、４５分とする。な

お、プレゼンテーションは、２０分以内とする。 

(ｳ) プレゼンテーション時間を超過した場合や提案に関係の無い説明が行われ 

た場合は、プレゼンテーションの打切りや中止を行う場合がある。 

(ｴ) プレゼンテーションは、「提案書（任意様式）」を投影し行う。 

(ｵ) プレゼンテーション及びヒアリング審査時における資料の追加は認めな

い。 

⑷ 第１次審査及び第２次審査共通事項 

ア 審査基準 

プレゼンテーション及びヒアリング審査は以下のとおり。 

イ 選定手続き 

(ｱ) 評価項目及び配点 

別紙「えきまえエリアビジョン策定業務委託に係るプレゼンテーション

及びヒアリング審査 審査票」及び下記のとおりとし、５００点満点（内

訳：技術評価点４５０点（９０％）、価格評価点５０点（１０％））で評価

する。 

ａ 技術評価 

評 価 項 目 配点 

予定技

術者の

評価 

様式第３号  

業務実施体制及び予定技術

者の経歴 

実施体制 ８ 

専門性、経験 ８ 

業務の

実施方

針等 

様式第４号 技術提案書 

業務実施方針 

業務理解度 ８ 

実施手順 ８ 

技術提

案の評

価 

様式第４号 技術提案書 

特定テーマに対する提案 

ヒアリング 

特定テーマに対する提案 ４８ 

ヒアリング １０ 

合    計 ９０ 

※  技術評価点（４５０点満点）＝９０点×５人 

ｂ 価格評価 

評 価 項 目 配点 

様式第５号 提案見積書 １０ 

※ 価格評価点（５０点満点）＝１０点×５人 

ウ 評価方法 

(ｱ) 参加事業者から提出された技術提案書、プレゼンテーション及びヒアリ 
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ング審査の内容について、上記に示す審査基準に基づいて評価し、順位を 

決定する。 

(ｲ) 第２次審査における第１順位の提案を行った参加事業者を契約候補者と 

して選定する。ただし、得点の合計が最大となる者が２者以上となった場 

合には選定委員会において協議のうえ、技術評価点の高い者を契約候補者 

として選定する。技術評価点が同点の場合は選考委員による多数決で順位 

を決定する。 

(ｳ) 参加事業者が１者のみとなった場合においても、選考は要領に基づいて 

実施し、選考委員会において契約候補者としての選考可否を決定する。な 

お、この際の価格評価点は満点とする。 

エ 失格事項 

次の要件に該当した場合は失格とする。 

(ｱ) 参加資格に定めた要件が備わっていない場合 

(ｲ) 契約限度額を超える金額を提案した場合 

(ｳ) 技術評価点の得点率が７割に満たない場合 

(ｴ) 審査の公平性に影響を与える行為があったと認められる場合 

(ｵ) その他不正行為があったと認められる場合 

オ 選定結果の通知 

(ｱ) 選定結果は、速やかに参加事業者へ通知する。 

(ｲ) 結果について、異議の申し立ては一切認めない。ただし、候補者として決

定されなかった理由について、説明を求めることはできる。 

カ 提案の再募集 

技術評価審査の時点で全参加者が失格となった場合は、参加表明のあった者

を対象に再提案を求める。 

キ 契約候補者との協議 

選定結果の通知後、契約候補者と提案書に沿って実施内容について協議を行

う。その際、協議結果に基づき、提案内容の一部を変更する場合がある。 

 

６ 質疑応答等 

⑴  質問書提出期限 

令和７年７月２４日（木）正午（必着） 

⑵  提出書類 

質問書（様式第１号） 

⑶  提出先及び方法 

以下、担当部局へ電子メールにより提出し、送信したことを電話で連絡す 

る。 

⑷  質問書回答 

回答は、令和７年７月２５日（金）までに、質問者及び回答日において参加 
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表明書を提出しているすべての者に対して行い、併せて市ホームページに掲載 

する。 

⑸  留意事項 

ア 軽微な確認事項を除き、電話等による質問は受け付けない。 

イ 回答は、実施要領と一体のものとして、実施要領と同等の効力を有するもの

とする。 

 

７ 参加表明書等の提出 

⑴  提出締切日 

令和７年７月３１日（木）正午（必着） 

⑵  提出書類 

ア 参加表明書（様式第２号）   １部 

イ 会社経歴書（任意様式）    １部 

ウ 業務実施体制及び予定技術者の経歴（様式第３号）１部 

エ 登記事項証明書（直近３カ月以内のもの。履歴事項全部証明書又は現在事項

全部証明書）          １部（写し可） 

オ 印鑑証明書          １部（直近３カ月以内のもの。写し可） 

カ 納税証明書（直近３カ月以内のもの。）１部（写し可） 

所轄税務署発行の「消費税及び地方消費税」について未納税額のない証明及

び松本市の市税が課税されている場合には、市税を滞納していない証明 

キ 財務諸表の写し 

ク 社会保険等の加入を証する書類 １部（写し可） 

なお、令和７年度の松本市入札参加資格を有する者は、上記エからキについ

て提出を省略できる。 

⑶ 提出先及び方法 

以下、担当部局へ持参または郵送により提出する。 

⑷ 参加資格確認及び結果通知 

参加表明書等の提出書類に基づき、参加資格の有無について確認し、その結果

を書面にて通知する。 

 

８ 技術提案書の提出 

⑴  提出締切日 

令和７年８月２１日（木）正午（必着） 

⑵ 提出書類 

ア 提案書類提出書（様式第４号）  

イ 技術提案書（Ａ４両面印刷、長辺２点留め） 

 (ｱ) 業務の実施方針等に対する提案について、Ａ４版３ページ以内で作成す 

る。 
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 (ｲ) 特定テーマ３項目に対する提案について、Ａ４版６ページ以内（Ａ３版 

は１ページでＡ４版２ページとみなす）で作成する。 

ウ 技術提案書の電子データを格納したＣＤまたはＤＶＤ－Ｒ 

エ 本業務に関する提案見積書（様式第５号）  

オ 見積内訳書（様式任意） 

カ 業務実施スケジュール（様式任意） 

キ 業務協力予定書（様式第６号）（共同提案を予定している場合のみ） 

提出部数は、「イ 技術提案書」のみ社名入り１部、社名無し１０部とす

る。それ以外は、各１部とする。 

⑶ 提出先及び方法 

以下、担当部局へ持参または郵送により提出する。 

⑷ 提案書の内容 

別紙、仕様書及び審査表を参照のうえ作成すること。 

 

９ 契約の締結 

えきまえエリアビジョン策定業務委託の契約は、契約候補者と行う。 

 

10  留意事項 

⑴ 提案に係る留意事項 

ア 提案書類の取扱い 

(ｱ) 提案は１件に限る。 

(ｲ) 提案書類は理由の如何を問わず、返却しない。 

(ｳ) 参加事業者名は、契約締結後公開できるものとする。また提案書類は原則

非公開とする。 

(ｴ) 提出期限後、提出された書類の内容を変更することはできない。 

(ｵ) 松本市が必要と認める場合、追加書類の提出を求めることがある。 

(ｶ) 松本市が必要と認める場合、提案書類の提出後に、参加事業者に問い合せ

ることがある。 

イ 費用負担 

提案に関して必要となる費用は、参加事業者の負担とする。 

ウ 提案書類等の著作権 

提案書類等の著作権は参加事業者に帰属する。 

ただし、松本市は、契約候補者の決定の公表等必要な場合、提案書類の内容

を無償で使用することができるものとする。 

エ 資料の取扱い 

松本市が提供する資料は、提案に係る検討以外の目的で使用することを禁ず

る。 

⑵ 提案書類作成に係る留意事項 
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ア 原則としてＡ４サイズとする。ただし、縦横は問わない。 

イ 文字サイズは、１１ポイント以上を基本とする。 

ウ 提案書類作成の際に使用する言語は、日本語、通貨は日本円、単位は日本の

標準時及び計量法によるものとする。 

エ 記入する数字は、アラビア数字を用いる。 

【例】￥１２３，０００－ 

オ 記載事項を訂正するときは、誤字に２線を引き、上部に正書し、欄外にその

旨を明記し、押印する。ただし、金額の訂正は認めない。 

 

11 担当 

松本市 総合戦略局 中心市街地活性本部（担当 奥原） 

メールアドレス chushin@city.matsumoto.lg.jp 

〒３９０－０８７４ 長野県松本市大手２丁目３番１０号 

電 話 ０２６３―３４―３２７６ 

ＦＡＸ ０２６３－３４－３２７７ 

※ 組織改革または人事異動により担当者が変更となる場合がある。 

 


